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タイヤ騒音に関する調査タイヤ騒音に関する調査



欧州における導入背景

欧州におけるタイヤ単体騒音規制導入の背景は 加速走行騒音規制の強化によるパ欧州におけるタイヤ単体騒音規制導入の背景は、加速走行騒音規制の強化によるパ
ワーユニット騒音レベルの低下、それに伴うタイヤ単体騒音の寄与の増加によるもの。な
お、欧州には日本の定常走行騒音規制が導入されていないことも大きな要因であると考
えられるえられる。

○Sandberg U and Ejsmont J, Tyre Road Noise Reference Book, Informex, Sweden 
(2002) 抜粋( )

多くの工業国では，道路交通騒音の低減を目的として，1970年代に自動車騒音の規制が導入
され，段階的に強化されてきた．EUとECEにおける最初の導入からの規制値の強化幅は各種の
車両で7～16dB(A)となっている 自動車の認証試験に用いられる騒音の試験法では 1990年代車両で7～16dB(A)となっている．自動車の認証試験に用いられる騒音の試験法では，1990年代

の中頃までは，パワーユニット騒音が支配的であり，タイヤ／路面騒音の寄与は低かった．具体
的には，認証試験で最も一般的に用いられている騒音試験法であるISO362の意図は，自動車が

発生しうる最大騒音を測定することである．この方法で発生する騒音は，エンジンが最高出力また
はそれに近い出力を発生しているときの騒音であり，パワーユニット騒音（エンジン，排気，変速機，
吸気，ファンなど）が支配的である．そのため，もう一方の主要な騒音源であるタイヤ／路面騒音
は，定常走行では支配的であるであるにもかかわらず，重要視されてこなかった．近年，少なくと
もEUと日本では 加速騒音の規制値の大幅な低下の結果 多くの車両でパワーユニット騒音のレもEUと日本では，加速騒音の規制値の大幅な低下の結果，多くの車両でパワーユニット騒音のレ

ベルはタイヤ／路面騒音と同等まで低下した．そのため，自動車メーカーは，タイヤメーカーに対
して，タイヤの低騒音化を要求するようになっている．

Dr Sandbergは Swedish National Road and Transport Research Institute (VTI)に所
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Dr. Sandbergは，Swedish National Road and Transport Research Institute (VTI)に所
属し、タイヤ／路面騒音研究の分野の第一人者。ISO/TC43/SC1/WG33(タイヤ／路面騒音)、
ISO/TC43/SC1/WG39(路面プロフィール)のConvenerを務めている。



欧州における導入経緯・現行規制値

タイヤ単体騒音規制については 国連WP29/GRBにおいてEUを中心に検討

○1990年：

タイヤ単体騒音規制については、国連WP29/GRBにおいてEUを中心に検討
がなされた。

○1990年：
スウェーデンがGRBにタイヤ単体騒音規制の導入と試験方法の提案された。

○1992年～1995年：
EUが動きだしGRBにおいて本格的に検討が開始。1995年に試験方法（惰行法）が完成した。

○2001年○2001年
策定された試験方法をもとにEUにおいて規制値が検討され、2001年に試験方法と規制値がセットでDirective

2001/43/ECとして規定され、2003年より順次適用されている。また、GRBにおいてもEUで規則が発効したこと
を受け、規制値が検討され、2005年にタイヤ単体騒音規制がECE-R117として策定された。

A B(1) C(1)(2)

規制値（dB(A)）
タイヤクラス

呼び断面幅
（mm）

タイヤクラス 用途のカテゴリ

C2 Normal 75

規制値（dB(A)）

○Directive 2001/43/ECの規定

A B C

C1a ≦145 72(*) 71(*) 70
C1b ＞145　≦165 73(*) 72(*) 71
C1c ＞165　≦185 74(*) 73(*) 72
C1d ＞185　≦215 75(**) 74(**) 74

C2 Normal

Snow

Special

C3 Normal

Snow 78

76

75

77

78

C1e ＞215 76(***) 75(***) 75
Snow

Special 79

(*)A欄の規制値は2007年6月30日まで適用すること
B欄の規制値は2007年7月１日から適用すること
(**) A欄の規制値は2008年6月30日まで適用すること
B欄の規制値は2008年7月１日から適用すること

ECE-R117はこの規制値が規定されている。
B、Cは修正される可能性があるため。
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B欄の規制値は2008年7月１日から適用すること
(***) A欄の規制値は2009年6月30日まで適用すること
B欄の規制値は2009年7月１日から適用すること

(1) (2) 現時点では検討中であり、施行はされていない。

、Cは修正される可能性があるため。

※計測器誤差を考慮して－１ｄBのトレランスが認められている



欧州における強化案

Directive 2001/43/ECに基づきEUは技術評価を実施 その結果 2008年5月Directive 2001/43/ECに基づきEUは技術評価を実施。その結果、2008年5月
に現行規制からの強化案を提案。現在議論中。

○提案中の案

Com.提案

2008.5
[dB(A)] [dB(A)]

Com.提案に

よる低減幅
現行の
規制値

(2001/43/EC）

タイヤ
クラス

（現行）

呼び断面幅
（mm）

タイヤ
クラス
（New)

○提案中の案

C1a C1a_new ≦145 72 70 2
C1b C1a_new ＞145  ≦165 73 70 3
C1c C1a_new ＞165  ≦185 74 70 4
C1d C1b_new ＞185  ≦215 75 71 4
C1e C1c_new ＞215  ≦245 76 71 5
C1e C1d_new ＞245  ≦275 76 72 4
C1e C1e_new ＞275 76 74 2

Com 提案 Com 提案に現行の用途のタイヤ 用途の Com.提案

2008.5
[dB(A)] [dB(A)]

C2 Normal Normal 75 72 3
Snow Traction 77 73 4

Com.提案に

よる低減幅
現行の
規制値

(2001/43/EC）

用途の
カテゴリ

（Com.提案）

タイヤ
クラス

（現行）

用途の
カテゴリ
（現行）

Snow Traction 77 73 4
Special 78

C3 Normal Normal 76 73 3
Snow Traction 78 75 3
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Special 79

※計測器誤差を考慮して－１ｄBのトレランスが認められている



タイヤ走行試験
標準タイヤ

騒音が大きいと考えら
れるタイヤ

一般的なタイヤ

コンパクト

ミニバン

ＳＵＶ
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Ｒ１１７測定方法

気象条件 気温 5 40℃ 路面温度 5 50℃ 風速5 / 以下この地点の速度

A BP

2m
左側ﾏｲｸﾛﾎﾝ

L（車長）

気象条件 気温：5～40℃，路面温度：5～50℃，風速5m/s以下

試験路面 ISO路面（ISO10844準拠）

試験車両 ２軸車，４輪装着
軸距＜3.5m（C1タイヤ）
軸距＜5.0m（C2，C3タイヤ）

タイヤ荷重 タイヤ4本の平均荷重がL d I d 荷重の75±5%

この地点の速度、
騒音値を測定

光電センサ
2m

タイヤ荷重 タイヤ4本の平均荷重がLoad Index荷重の75±5%
各タイヤの荷重範囲がLoad Index荷重の50～90%

タイヤ空気圧 次式にて定める範囲に設定する．
25.1

Pr)05.005.1( ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
×±= t

Q
QPt

A' B'P'

右側ﾏｲｸﾛﾎﾝ

10m 10m

　Pt　：タイヤ空気圧，ｋPa
　Pr　：リファレンス空気圧
　　　　=250ｋPa　（標準（Standard）C1タイヤ）
　　　　=290kPa　（強化（reinforced）C1タイヤ）

　　　=サイドウォールに記された空気圧（C2，C3タイヤ）

⎠⎝ rQ

気
　Qr　：タイヤのLoad Indexに対応する荷重
　Qt　：試験時のタイヤ荷重

タイヤの慣らし 通常走行100km相当，試験前に試験条件の下でウォームアップ走行

試験速度 Vref ＝80km/h（C1，C2タイヤ），測定範囲70～90km/hで８速度以上
Vref ＝70km/h（C3タイヤ），測定範囲60～80km/hで８速度以上

その速度と騒音値をプロット。回帰分
析によりＶref  時の騒音を算出

惰 行

74

76

78

d
B

(A
)

測定データ数 速度V＜Vref で4個以上
速度V＞Vref で4個以上

最終値の算出 (1) 左右の合計１６データ以上を用いて回帰分析（Log回帰）を行い，速度Vrefにおけ
るレベルを求める．

(2) 測定値には路面温度による温度補正を施す（基準温度 20℃）

68

70

72

騒
音

レ
ベ

ル
　

L＝30.88Log10(V)+12.12
(2) 測定値には路面温度による温度補正を施す（基準温度：20℃）．
　 L＝Lm＋KΔT
　　 L　：補正レベル
　　 K　：補正係数
　　　　　C1タイヤ　：-0.03dBA/℃（T＞20℃），-0.06dBA/℃（T＜20℃）
　　　　　C2，C3タイヤ：-0.02dBA/℃

ΔT リフ レンス温度（20℃）と試験時の路面温度（ｔ）の差
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68

60 70 80 90 100

速度　km/h

　ΔT：リファレンス温度（20℃）と試験時の路面温度（ｔ）の差
　　　　　　ΔT＝20-t

最終値 温度補正後の値から計測器誤差のトレランスとして　-1dB
切捨てにより整数とした値が最終値



タイヤ単体騒音の最終値と現行規制値、規制値案の関係

78

74

76

A
)]

現行規制
（Directive 2001/43/EC）

72

74

レ
ベ

ル
　

[d
B

(A

規制値案
（2008.5.23）

68

70

騒
音

レ

66

68

P1-A P1-B P1-C P2-A P2-B P2-C P2-A P2-B P2-CP1 A P1 B P1 C P2 A P2 B P2 C P2 A P2 B P2 C

P1 P2 P3
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タイヤ騒音の寄与度
それぞれの試験方法による騒音と同一速度におけるタイヤ騒音（惰行騒音）を元に、それぞれの試験方法におけるタイヤ騒音

80
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100

％
]

80

90

100

％
]

のエネルギ比率を算出した。（加速走行試験法及び定常走行試験法は、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示別添
に定めるもの。）
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加速走行騒音試験時のタイヤ騒音寄与率

P1 P2 P3

定常走行騒音試験時のタイヤ騒音寄与率

90
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100

（惰行速度は加速騒音値が最大となった時の速度） （惰行速度50km/h）
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0

P1A P1B P1C P2A P2B P2C P3A P3B P3C

P1 P2 P3

定常100km/h騒音試験時のタイヤ騒音寄与率

0

P1A P1B P1C P2A P2B P2C P3A P3B P3C

P1 P2 P3

ECE- R51（改正案）騒音試験時のタイヤ騒音寄与率

（惰行速度100km/h） （R51の騒音値（Lurban）時の速度を算出）



参参 考考考考
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＜参考＞タイヤ区分別の販売数量（平成9年1月から12月の国内販売分）

タイヤ単体規制導入による道路交通騒音
の低減効果予測を行うため、この表に準じ
た最新情報を得る必要があるた最新情報を得る必要がある。
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＜参考＞タイヤ寄与率の算出方法

【寄与率の算出方法】
(１)道路運送車両法の保安基準の細目を定める告示別添に定める基準と 同一の荷重条件において，40～100km/hの範

囲で，10km/h間隔の惰行騒音を測定し，回帰式を作成

(２) ○加速走行騒音(２) ○加速走行騒音
・加速走行試験を行った際の左7.5m位置の騒音レベルと走行速度の時系列変化を測定
・上記の結果から，騒音レベルが最大となった瞬間の走行速度における惰行騒音を(１)の回帰式を用いて算出

○定常走行騒音
・時速50km/hにおける惰行騒音を(１)の回帰式を用いて算出

○定常（100km/h）走行騒音
・時速100km/hにおける惰行騒音を(１)の回帰式を用いて算出

○ＥＣＥ-Ｒ５１（改正案）
・ＥＣＥ-Ｒ５１におけるＬｕｒｂａｎ時の速度を下図の考え方より求める
・上記により算出された速度における惰行騒音を(１)の回帰式を用いて算出

(３) 次式により 寄与率を算出(３) 次式により，寄与率を算出
タイヤ騒音寄与率RT（％）＝（10^（LC/10））/（10^（LA/10））＊100

LC：惰行騒音のレベル（dB）
LA：加速・定常騒音のレベル（dB）
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